
 

福山市自治会連合会会則 

 

第１章  総  則 

（名称） 

第１条 この会は、福山市自治会連合会という。 

（事務所の所在地） 

第２条 この会は、事務所を福山市本町１番３５号（市民参画センター内）に置く。 

（組織） 

第３条 この会は、福山市内の学区（地区・町）自治会（町内会）連合会をもって組織する。 

（構成員） 

第４条 この会は、前条に規定した組織の中から選出された代議員及び第７条に規定した役 

員をもって構成する。 

（目的） 

第５条 この会は、学区（地区・町）自治会（町内会）連合会相互の連絡、環境の整備、 

良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とする。 

（事業） 

第６条 この会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を行う。 

（１） 各学区（地区・町）内の自治会（町内会）の運営について、研究及び協議に関 

すること。 

（２）民意の市政への反映に関すること。 

（３）市政への要望と協力に関すること。 

（４）学区（地区・町）自治会（町内会）連合会相互の連絡事務と協力に関すること。 

（５）地域の生活環境の改善及び向上に関すること。 

（６）学区（地区・町）自治会（町内会）連合会相互の親睦、研修及び教養の向上に 

関すること。 

（７）学区（地区・町）自治会（町内会）連合会会員の福利厚生に関すること。 

（８）その他この会の目的達成に必要な事業に関すること。 

 

第２章  役  員 

（役員） 



 

第７条 この会に次の役員を置く。 

（１）会長 １名 

（２）副会長 若干名 

（３）事務局長 １名 

（４）会計 １名 

（５）常任理事 若干名 

（６）理事 学区（地区・町）自治会（町内会）連合会長 

（７）監事 ２名 

（役員の選出） 

第８条 会長、副会長、事務局長、会計及び監事は総会において選出する。 

２ 常任理事は、別表ブロック別に、あらかじめ定められた数により総会において選出する。 

３ 監事は、他の役員を兼ねることはできない。 

（役員の任期） 

第９条 役員の任期は２年とし、再選を妨げない。 

２  会長は３期を超えてはならない。ただし、総会において特に必要があると認める場合は、 

この限りでない。 

３ 役員は、後任者が就任するまでその職務を行うものとする。 

４ 補欠のため就任した役員の任期は前任者の残任期間とする。 

（役員の職務） 

第１０条 会長は、この会を代表し、会務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときはその職務を代理し、代行する。 

３ 事務局長は、この会の事務を処理する。 

４ 会計は、この会の会計を処理する。 

５ 常任理事は、常任理事会を構成して会務の執行に参画する。 

６ 理事は、この会の運営に関する基本事項を決議し、決定事項の推進に当たる。 

７ 監事は、この会の会計を監査する。 

（顧問） 

第１１条 この会に、顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、会長経験者又は学識経験者の中から、常任理事会の承認により会長が委嘱する。 

３ 顧問は、会長の諮問により意見を述べることができる。 



 

４ 顧問の任期は第９条（役員の任期）の規定を準用する。 

 

第３章  会  議 

（会議の種類） 

第１２条 この会の会議は、総会、理事会及び常任理事会とする。 

２ 総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

（会議の構成） 

第１３条 総会は、学区（地区・町）自治会（町内会）連合会から選出された代議員及び役員

をもって構成する。 

２ 代議員は、学区（地区・町）自治会（町内会）連合会ごとに１名選出する。 

３ 理事会は、役員をもって構成する。 

４ 常任理事会は、会長、副会長、事務局長、会計及び常任理事をもって構成する。 

（権能） 

第１４条 総会は、次の事項を議決する。 

（１） 事業計画及び収支予算に関すること。 

（２） 事業報告及び収支決算に関すること。 

（３） 会則及び諸規程の制定改廃に関すること。 

（４）  役員の選任及び解任に関すること。 

（５） 会費に関すること。 

（６） その他この会の運営に係わる事項に関すること。 

２ 理事会は、総会に提案すべきことを承認する。 

３ 常任理事会は、次の事項を議決する。 

（１） 総会の議決した事項の執行に関すること。 

（２） その他の会務の執行に関すること。 

（通常総会） 

第１５条 通常総会は、毎年１回開催する。 

（臨時総会） 

第１６条 臨時総会は、会長が必要と認めたとき、又は、代議員の５分の１以上の請求があった

ときに開催する。 

（理事会） 



 

第１７条 理事会は、必要に応じて開催する。 

（常任理事会） 

第１８条 常任理事会は、会長が必要と認めたとき、随時開催することができる。 

（招集） 

第１９条 総会、理事会及び常任理事会は会長が招集する。 

２ 会長は、第１６条の規定による請求があったときは、その日から３０日以内に臨時総会を招

集しなければならない。 

３ 総会、理事会及び常任理事会を招集する場合は、構成員に対し、会議の目的たる事項、日時

及び場所を記載した書面をもって、少なくとも開会日の５日前までに通知しなければならない。 

（議長） 

第２０条 通常総会、臨時総会の議長は、その都度出席者の中から選任する。 

２ 理事会及び常任理事会の議長は、会長がこれに当たる。 

（定足数） 

第２１条 総会、理事会及び常任理事会は、構成員数の２分の１以上の出席がなければ開会する

ことができない。 

（議決） 

第２２条 議事は、出席者の過半数をもって決する。 

２ 可否同数のときは、議長がこれを決する。ただし、会長は議決に加わる権利を有しない。 

（書面表決） 

第２３条 やむを得ない理由のため、会議に出席できない構成員は、当該議事について書面をも

って表決し委任することができる。この場合において、前２条の規定の適用については、会

議に出席したものとみなす。 

（議事録） 

第２４条 総会及び理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。 

（１） 日時及び場所 

（２） 構成員数及び出席者数（表決委任者を含む。） 

 （３） 議決事項 

 （４） 議事の経過概要及びその結果 

 （５） 議事録署名人の選任に関する事項 



 

２ 総会及び理事会の議事録は、議長及びその総会において選出された議事録署名人 

２人以上が署名押印しなければならない。 

３ 常任理事会の議事録は、議長が署名押印し、第１項第５号の選任及び前項の議事録署名人の

署名押印は省略することができる。 

（専門委員会） 

第２５条 この会の事業を推進するため、必要と認めるときは、専門委員会を置くことができる。 

２ 専門委員会を設置した場合は、委員の中から委員長及び副委員長若干名を選出する。 

３ 専門委員会は、委員長が招集し議長を務める。 

 

第４章  会  計 

（経理） 

第２６条 この会の経理は、会費及びその他の収入をもって充てる。 

（会費） 

第２７条 この会の会費は、総会において定める。 

（予算） 

第２８条 この会の予算は、総会において議決された予算に基づき行うものとする。 

２ 年度開始後に予算が総会において議決されていない場合には、会長は、総会において予算が

議決されるまでの間は、前年度の予算を基準にして収入支出をする。 

（事業年度） 

第２９条 この会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

第５章  会則の変更 

（会則の変更） 

第３０条 この会則を変更する場合は、第２２条の規定にかかわらず総会において出席者の３分

の２以上の同意を得なければならない。 

 

第６章  その他 

（事務局次長及び事務局員） 

第３１条 この会の事務を処理するため、事務局に事務局次長及び事務局員を置くことができる。 

２ 事務局次長及び事務局員は、会長がこれを委嘱する。 



 

（雑則） 

第３２条 この会則に定めていない事項及び疑義のある場合は、会長が常任理事会に諮ってこれ

を定めることができる。 

２ 第３条（組織）でいう学区（地区・町）自治会（町内会）連合会とは、原則として各小学校

区単位の自治会（町内会）連合会をいう。 

附  則 

この会則は、昭和４６年１月２５日から実施する。 

附  則 

この改正会則は、昭和５０年６月５日から実施する。 

附  則 

この改正会則は、昭和５３年３月２８日から実施する。 

附  則 

この改正会則は、昭和５６年５月１９日から実施する。 

附  則 

この改正会則は、昭和５８年１２月２０日から実施する。 

附  則 

この改正会則は、昭和６１年５月３０日から実施する。 

附  則 

この改正会則は、昭和６３年５月３０日から実施する。 

附  則 

（実施期日） 

１ この会則の改正部分は、平成１７年６月２日から実施する。 

（経過措置） 

２ この会則の適用に伴う必要な経過措置は、常任理事会の議決により別に定める。 

   附  則 

この改正会則は、 平成１９年６月１９日から実施する。 

  附  則 

この改正会則は、平成２１年６月８日から実施する。 

 

 



 

附  則 

この改正会則は、平成２２年６月１１日から実施する。 

附  則 

この改正会則は、令和３年２月１０日から実施する。 

附  則 

この改正会則は、令和７年５月２３日から実施する。 


